予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費　　　
	事業名　清流の国ぎふ地産地消運動推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農産物流通課　地産地消係　電話番号：058-272-1111（内2854）

　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　4,300千円（前年度予算額：4,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	4,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,000

	要求額
	4,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,300

	決定額
	2,162
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,162


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　地産地消に関心のある人の割合は85.3%と非常に高いが、県産を意識して購入する人の割合20.1%と低く、県産農産物を優先する購買行動にまで結びついていない。（H26県政モニターアンケート結果）
平成27年度は、7月10日から8月10日と10月10日から11月10日までを「地産地消Ｗｅｅｋぎふ」と設定して参加店舗等を募集したところ、329の直売所や飲食店等から申し込みがあり、ＰＲ事業への要望が大きいことが分かった。

今後は、県民協働による運動としての定着をめざし、継続して取り組むとともに、特に世界農業遺産の候補となっている「鮎」や28年度開催の「第19回全国農業担い手サミットinぎふ」と連携し、地産地消に関するＰＲ活動を強化する必要がある。
　　　併せて、地産地消の活動拠点である朝市・直売所等の活性化を目的として、生産者の仲間づくりや栽培技術、運営に関する研修会を行う。

（２）事業内容
①「地産地消Ｗｅｅｋぎふ」を核とした地産地消運動の推進 
・「地産地消Ｗｅｅｋぎふ」を年２回（夏、秋）実施し、旬の県産農産物を使ったフェアやメニューの提供などを行う参加店舗等をＰＲする。
・特に、世界農業遺産の候補となった「鮎」や「第19回全国農業担い手サミットinぎふ」と連携したＰＲを行う。
②企業等と連携した地産地消の推進
・県と協定を締結するイオンリテール（株）やハウス食品（株）等と連携し、県産農産物を使ったメニュー開発を行うとともに、量販店等における販売促進フェアを開催する。
③地産地消ネットワークづくりの推進

・県民協働による地産地消活動を促進するため、地産地消Ｗｅｅｋぎふに参加した店舗等を中心に、需要者ニーズとのマッチング等、活動方針・内容等について意見交換を実施し、次年度の取組みに活かす。

・地域の食材を活用した食育活動（キッズキッチン）等を実践する団体を中心に意見交換を行い、幼少期からの地産地消の啓発を推進する。

・近隣県において開催される地産地消イベントに参加し、他県での活動を参考にして、県内での地産地消の取組みに活かす。
④地産地消情報の収集発信
・朝市・直売所等の取組を県民に広く紹介し、直売所等の利用者の増加を図るため、アンケート調査により情報収集を行うとともに、県ホームページ内にある「岐阜県の朝市・直売所」の情報更新、内容の充実を図る。
⑤朝市・直売所等の活動支援

・高齢化に伴い減少する直売所生産者を確保するため、定年帰農者や農村女性の参入につなげる生産者との交流会、新規生産者向け栽培講習会・ほ場見学会などを行う取り組みを支援する。また、直売所の抱える課題を解決するための研修会を開催する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　地産地消を推進していくにあたり、行政や農業関係者だけでなく、県民や量販店、飲食店、企業などを含めた県民協働による活動促進が重要である。
この促進策として県民運動を展開することは県の役割であるとともに、地産地消の活動拠点となる朝市・直売所等の活性化は、地産地消推進の要であることから、事業に係る経費を負担することは妥当である。

（４）類似事業の有無
　　　なし
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	　110
	販売促進フェアMC、直売所研修会に係る報償費

	旅費
	130
	販売促進フェアの開催、意見交換会の開催、
関係者との打ち合わせ等に係る旅費、研修会講師費用弁償

	需用費
	2,456
	地産地消活動推進に係るＰＲ資材の作製等に係る経費、
アンケート調査の実施、研修会の開催

	役務費
	　196
	通信運搬費

	委託料
	　1,330
	県産農産物を活用したメニュー開発に係る経費、
地産地消活動推進に係るＰＲ資材の作製等に係る経費

	使用料
	78
	直売所づくり研修会会場使用料

	合計
	4,300
	


	　決定額の考え方　

　広報関係経費については、広報課計上とします。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　ぎふ農業・農村基本計画
　　　岐阜県食品安全行動基本計画

　　　岐阜県食育推進基本計画
（２）国・他県の状況

　　　他県等においても、県が費用を負担し、イベント開催や地産地消ＰＲ資材の作成等の地産地消活動を実施している。
（３）後年度の財政負担
　　　地産地消Ｗｅｅｋぎふの取り組みが、県民運動として定着するとともに、地域の特色を活かした魅力ある直売所づくりを行い、県民に安定的に地元食材を供給できる拠点となるよう、継続して支援を行う。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
・地産地消Ｗｅｅｋぎふにおける県産農産物フェアの開催等に取り組む参加店舗等を増加させるとともに、県民による県産農産物を優先した購買行動を促進させる。
・地産地消の活動拠点である朝市・直売所において、安全・安心で新鮮な農産物を消費者に提供し、さらなる地産地消を推進するため、魅力ある直売所づくりの支援を実施し、販売額の向上を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	地産地消Week
参加店舗等の数
	308
（H26）
	329
（H27）
	329
（H27）
	400
（H30）
	82％


	直売所の販売額
	108億円（H21）
	108億円

（H22）
	127億円

（H25）
	129億円

（H26）
	130億円

（H27）
	99％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

(１)「地産地消Ｗｅｅｋぎふ」の開催（H26.10.25～11.3）
・ロゴマーク、キャッチコピーの作成。
・308店舗等が参加し、県下全域で県産農産物のＰＲを展開。

・のぼり、ポスター、チラシを作製し、参加店舗等へ提供。

・プレゼントキャンペーンの実施により地産地消の普及啓発を推進。

　　　応募総数 3,300件
（２）地産地消情報の収集発信
県内の朝市・直売所等に対しアンケート調査を実施し、実態を把握するとともに、県ホームページの情報を更新した。

（３）朝市・直売所活動の促進

各地域の朝市・直売所の活動を支援するため、農林事務所が仲間づくりや生産技術指導等を実施した。また、朝市・直売所の運営事業者を対象に「活力と魅力ある直売所づくり研修会」を開催した。（H27.1.22）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

（１）各店舗等の取組みをまとめて県内外にＰＲするとともに、プレゼントキャンペーンを同時開催して消費者の誘導を図る等、地産地消の実践機会を提供できた。
（２）各朝市・直売所のアンケート調査により、各店舗の販売額、販売状況を把握することができた。また、県ホームページで、直売所の最新情報を広く情報発信することができた。
（３）各地域の朝市・直売所の活動促進を図ることができた。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・地産地消を推進していくにあたり、行政や農業関係者だけでなく、県民や直売所、量販店、飲食などを含めた県民協働による活動促進が重要である。この促進策として県民運動を展開することは行政（県）の役割であり、当該事業の必要性は高い。
・朝市・直売所を地産地消の活動拠点と位置付けており、安全・安心で新鮮な農産物を消費者に提供し、さらなる地産地消を推進するため、魅力ある直売所づくりの支援を継続し、販売額の向上を図る必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	・地産地消Ｗｅｅｋぎふの参加店舗等は300を超え、県民が地産地消を実践する機会が増えている。
・チェーンストア協会発表の農産品の販売は過去５年間で２％の増加にとどまっているにもかかわらず、朝市・直売所は５年間で約２０％増加している。指標の目標数値を達成するためには、継続した支援が必要である

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△
	・プレゼントキャンペーンの応募用紙をＰＲ用リーフレットに添付して作製したため、手に取る消費者が減少し、応募総数が少ない結果となった。応募用紙を単体で作製することにより消費者が手に取りやすく、キャンペーン応募数の増加が図られる。

・直売所づくり研修会の開催では、朝市・直売所へのアンケート調査結果等から各直売所の抱える課題を把握しながら実施した。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・地産地消Ｗｅｅｋぎふの取り組みが定着し、県民運動として展開するためには、継続的な実施が必要である。

・県全体では販売額が増加しているが、中小の直売所の多くは販売額が伸び悩んでいる。今後も、県全体の直売所の現状を把握し、情報提供することで各地域での直売所の活性化に向けた取組みを支援する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・地産地消Ｗｅｅｋぎふの取り組みを継続するとともに、情報発信等ＰＲを強化し、企業等の参加を促して、県民による県産農産物を優先した購買行動を促進させる。
・新鮮で安全な地元食材を求める県民ニーズは高く、各直売所がそれぞれ独自の特色を持った魅力ある直売所づくりを行い、県民に安定的に地元食材を供給できる拠点となるよう、継続して支援を行う。


＜地産地消Weekぎふに関する事項＞


【県】地産地消の趣旨に賛同し、参加した企業・団体等に対し、PR資材の提供、広報(チラシ、ポスター等)支援、プレゼントキャンペーンを実施。


【飲食店】地産地消メニューフェア


【販売店】県産農産物フェア、県産農産物コーナーの設置等








